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畜産副産物適正処分等推進事業実施要綱 

 

平成２３年 ４月 １日付け２２農畜機第４４１７号 

一部改正 平成２３年 ７月 １日付け２３農畜機第１４０１号 

一部改正 平成２４年 ４月 １日付け２３農畜機第５２７５号 

一部改正 平成２４年 ５月２１日付け２４農畜機第 ８００号 

一部改正 平成２５年 ４月 １日付け２４農畜機第５３６０号 

一部改正 平成２５年１２月２５日付け２５農畜機第３９２５号 

一部改正 平成２６年 ３月３１日付け２５農畜機第５３３０号 

一部改正 平成２６年 ６月１６日付け２６農畜機第１２５０号 

一部改正 平成２６年１０月１５日付け２６農畜機第３１０４号 

一部改正 平成２７年 ４月 １日付け２６農畜機第５７２８号 

一部改正 平成２７年 ４月１５日付け２７農畜機第 ２０６号 

一部改正 平成２７年 ８月 ４日付け２７農畜機第２１４２号 

一部改正 平成２８年 ４月 １日付け２７農畜機第５４５５号 

一部改正 平成２９年 ３月２７日付け２８農畜機第６２３５号 

一部改正 平成３０年 ３月１９日付け２９農畜機第６５３９号 

一部改正 平成３１年 ３月２６日付け３０農畜機第７５１０号 

一部改正 令和 ２年 ３月２５日付け 元農畜機第７６９１号 

一部改正 令和 ２年 ５月２９日付け ２農畜機第１２７０号 

 

 

国内におけるＢＳＥ発生を契機として、牛由来肉骨粉や牛せき柱については、食

用はもとより、飼肥料等用原料としての利用が禁止された。このような状況の中で、

これらが適切に処理されなければ、行き場を失った畜産残さによりと畜機能が麻痺す

るとともに、ひいては消費者の食の安全・安心を脅かすことが懸念されるところであ

る。 

このため、独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）は、牛由来

肉骨粉や牛せき柱の適正処理等を行うことにより、円滑な畜産残さ処理の継続による

と畜機能の維持を図るとともに、食の安心・安全の確保を図る事業に対し、独立行政

法人農畜産業振興機構法（平成１４年法律第１２６号）第１０条第２号の規定に基づ

き補助することとし、もって、国産食肉の持続的かつ安定的な供給に資するものとす

る。 

この事業の補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「補助金適正化法」という。）、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、「畜

産業振興事業の実施について」（平成１５年１０月１日付け１５農畜機第４８号－

１）及び「畜産業振興事業に係る補助金交付の停止措置について」（平成２６年３月

３１日付け２５農畜機第５３７６号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。 
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第１ 事業実施主体 

この事業の事業実施主体は、次のとおりとする。 

１ 別添１の１、別添２及び別添３の事業にあっては、令和元年度畜産業振興事

業に係る公募要領(令和２年１月１７日付け元農畜機第６１１７号)により応募

した者から選定された者（以下「公募団体」という。）とする。 

２ 別添１の２の事業にあっては、農業協同組合、農業協同組合連合会、中小企

業等協同組合、協業組合（中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律

第１８５号）第５条に規定する中小企業者のみを組合員としているものに限

る。）、農業協同組合若しくは農業協同組合連合会が株主となっている株式会社

（農業協同組合、農業協同組合連合会、地方公共団体又は機構がその発行済株

式のうち議決権のある株式の総数の過半数を所有しているものに限る。）（これ

らを総称して以下「農協等」という。）とする。 

 

第２ 事業の名称等 

この事業の名称等は、次のとおりとする。 

１ 肉骨粉適正処分対策事業 
（１）肉骨粉の適正処分を支援する場合にあっては、公募団体が実施する事業と

し、事業の内容等は別添１の１のとおりとする。 
（２）畜産副産物の有効活用を支援する場合にあっては、農協等が実施する事業

とし、事業の内容等は別添１の２のとおりとする。 
２ 牛せき柱適正管理等推進事業 

公募団体が実施する事業であって、事業の内容等は別添２のとおりとする。 

３ 畜産副産物需給安定推進事業 

公募団体が実施する事業であって、事業の内容等は別添３のとおりとする。 

 

第３ 事業の実施期間 

この事業の実施期間は、令和２年度とする。 

 

第４ その他 

この要綱に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項については、

独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以下「理事長」という。）が別に定める

ものとする。 

 

附 則（平成２３年４月１日付け２２農畜機第４４１７号） 

１ この要綱は平成２３年４月１日から施行する。 

２ 肉骨粉適正処分対策事業実施要綱（平成２１年４月１日付け２１農畜機第 

１０６号。以下「旧要綱」という。）は廃止する。 

３ 旧要綱の第７の実績報告、第８の消費税及び地方消費税の取扱い及び第９の

帳簿等の整備保管等については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成２３年７月１日付け２３農畜機第１４０１号） 

この要綱の改正は、平成２３年７月１日から施行し、平成２３年４月１日から
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適用する。ただし、「別添６｣を「別添６－１」に改める改正については、平成 

２３年４月１５日から適用する。 

 

附 則（平成２４年４月１日付け２３農畜機第５２７５号） 

１ この要綱の改正は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度に終了した事業については、この要綱による改正前の事業実施

要綱（平成２３年４月１日付け２２農畜機第４４１７号）の第３の規定は、な

お効力を有するものとする。 

 

附 則（平成２４年５月２１日付け２４農畜機第８００号） 

この要綱の改正は、平成２４年５月２１日から施行し、平成２４年４月１日か

ら適用する。 

 

附 則（平成２５年４月１日付け２４農畜機第５３６０号） 

１ この要綱の改正は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２４年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、

なお効力を有するものとする。 

 

附 則（平成２５年１２月２５日付け２５農畜機第３９２５号） 

この要綱の改正は、平成２６年１月４日から施行する。 

 

附 則（平成２６年３月３１日付け２５農畜機第５３３０号） 

１ この要綱の改正は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成25年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、な

お効力を有するものとする。 

 

附 則（平成２６年６月１６日付け２６農畜機第１２５０号） 

この要綱の改正は、平成２６年６月１６日から施行し、平成２６年５月１３日

から適用する。 

 

附 則（平成２６年１０月１５日付け２６農畜機第３１０４号） 

この要綱の改正は、平成２６年１０月１５日から施行し、平成２６年１０月１

日から適用する。 

 

附 則（平成２７年４月１日付け２６農畜機第５７２８号） 

１ この要綱の改正は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、

なお効力を有するものとする。 

 

附 則（平成２７年４月１５日付け２７農畜機第２０６号） 

この要綱の改正は、平成２７年４月１５日から施行し、平成２７年４月１日か

ら適用する。 
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附 則（平成２７年８月４日付け２７農畜機第２１４２号） 

この要綱の改正は、平成２７年８月４日から施行し、平成２７年７月６日から

適用する。 

 

附 則（平成２８年４月１日付け２７農畜機第５４５５号） 

１ この要綱の改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、

なお効力を有するものとする。 

 

附 則（平成２９年３月２７日付け２８農畜機第６２３５号） 

１ この要綱の改正は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、

なお効力を有するものとする。 

 

附 則（平成３０年３月１９日付け２９農畜機第６５３９号） 

１ この要綱の改正は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、

なお効力を有するものとする。 

 

附 則（平成３１年３月２６日付け３０農畜機第７５１０号） 

１ この要綱の改正は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、

なお効力を有するものとする。 

 

附 則（令和２年３月２５日付け元農畜機第７６９１号） 

１ この要綱の改正は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 令和元年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、な

お効力を有するものとする。 

 

附 則（令和２年５月２９日付け２農畜機第１２７０号） 

  この要綱の改正は、令和２年５月２９日から施行し、令和２年４月７日から

適用する。 


